
資料：昭和60年以前は厚生省「厚生行政基礎調査」、昭和61年以降は厚生労働省「国民生活基礎調査」
（注１）平成７年の数値は、兵庫県を除いたものである。
（注２）（　）内の数字は、65歳以上の者のいる世帯総数に占める割合（％）
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第２節 高齢者の姿と取り巻く環境の現状と動向

１ 高齢者の家族と世帯がどのように変
化してきたか

（１）高齢者のいる世帯は全体の４割、そのう
ち「単独」「夫婦のみ」で過半数

６５歳以上の高齢者のいる世帯についてみる
と、平成１８（２００６）年現在、世帯数は１，８２９万
世帯であり、全世帯（４，７５３万世帯）の３８．５％
を占めている。
世帯の内訳は、「単独世帯」が４１０万世帯

（２２．４％）、「夫婦のみの世帯」が５４０万世帯
（２９．５％）、「親と未婚の子のみの世帯」が２９４
万世帯（１６．１％）、「三世代世帯」が３７５万世帯
（２０．５％）となっている（図１－２－１）。
高齢者のいる世帯に占める単独世帯は、昭和

５５（１９８０）年に１０．７％であったものが平成１４
（２００２）年には２０％を超え、その後も増加傾向
が続いている。また、夫婦のみの世帯について
は、昭和５５（１９８５）年に１６．２％であったものが
６３（１９８８）年には２０％を超え、その後も上昇を

図１－２－１ ６５歳以上の者のいる世帯数及び構成割合（世帯構造別）
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資料：平成17年までは総務省「国勢調査」（昭和55年の家族類型別世帯数は20%抽出集計結果による。）
　　　　平成22年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計」（平成20年３月推計）
（注１）一般世帯とは、住居と生計を共にする者の集まり、または、一戸を構える単身者のこと。
　　　　寮等の学生、病院等の入院者、矯正施設等の入所者などは、施設等世帯とされる。
（注２）高齢世帯とは、世帯主の年齢が65歳以上の一般世帯
（注３）（  ）内の数字は、高齢世帯総数に占める割合（％）
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続けている。
一方、三世代同居世帯の占める割合は、昭和

５５（１９８０）年には過半数を超えていたが、急速
に低下し、近年では２０％程度で推移している。
次に、高齢世帯（世帯主の年齢が６５歳以上で

ある一般世帯であり、前述の「高齢者のいる世
帯」とは定義が異なる。）についてみると、高
齢世帯総数は、平成１７（２００５）年の１，３５５万世
帯から４２（２０３０）年には１，９０３万世帯と約１．４倍
に増加すると見込まれている。これに対して、
一般世帯総数は、１７（２００５）年の４，９０６万世帯

から２７（２０１５）年には５，０６０万世帯とピークに
達し、その後、４２（２０３０）年には４，８８０万世帯
となると見込まれている。
この結果、一般世帯総数に占める高齢世帯の

割合は、平成１７（２００５）年の２７．６％から４２（２０３０）
年には３９．０％へと上昇することが見込まれてい
る。
高齢世帯数に占める家族類型別割合の変化を

みると、「単独世帯」の割合が一貫して上昇し
続け、４２（２０３０）年には最も多くの割合を占め
ると見込まれている（図１－２－２）。

図１－２－２ 高齢世帯数（家族類型別）及び一般世帯総数の推移



資料：昭和60年以前は厚生省「厚生行政基礎調査」、昭和61年以降は厚生労働省「国民生活基礎調査」
（注１）「一人暮らし」とは、上記調査における「単独世帯」のことを指す。
（注２）平成7年は兵庫県の値を除いたものである。
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（２）子どもとの同居は減少しているが、子ど
もは依然として心の支え

６５歳以上の高齢者について子どもとの同居率
をみると、昭和５５（１９８０）年にはほぼ７割であっ
たものが、平成１１（１９９９）年には５０％を割り、
１８（２００６）年には４３．９％となっており、子ども
との同居の割合は大幅に低下している。一人暮
らし又は夫婦のみの世帯については、ともに大
幅に増加しており、昭和５５（１９８０）年には合わ
せて３割弱であったものが、平成１６（２００４）年
には過半数を超え、１８（２００６）年には合わせて
５２．２％まで上昇している（図１－２－３）。
年齢別にみると、年齢が低いほど子どもとの

同居率は低くなる傾向にあり、８０歳以上では男
性が４８．５％、女性が６１．７％なのに対し、６５～６９
歳では男性が４０．２％、女性で３８．７％となってい

る（図１－２－４）。
６０歳以上の高齢者について子どもとの同居に
関する意識をみると、平成１７（２００５）年度にお
いて、「現在同居しており将来も同居」が
３１．２％、「現在別居しているが将来は同居」が
９．９％と、合わせて４１．１％が将来同居する意向
を持っており、「現在別居しており、将来も別居
のまま」は１９．９％、「現在は同居しているが将来
は別居する」が４．１％と、合わせて２４．０％が将来
別居する意向を持っている（図１－２－５）。
これを平成１３（２００１）年度における同調査と

比較すると１３年度調査では「将来同居」が４６．７％
であることから５．６ポイント減となっているの
に対し、「将来別居」は１７．８％と、６．２ポイント
増となっており、将来は子どもと別居する意向
を持っている高齢者の割合が増加している。

図１－２－３ 家族形態別にみた高齢者の割合
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資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成18年）
（注1）「一人暮らし」とは、上記調査における「単独世帯」のことを指す
（注2）（　）内の数値は子どもと同居している者の割合（子ども夫婦と同居と配偶者のいない子どもと同居の合計）
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資料：内閣府「高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査」
（注）全国の60歳以上の男女を対象とした調査結果
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しかしながら、高齢者の心の支えとなってい
る人についてみると、平成１７（２００５）年度にお
いても、子どもを挙げる人が過半数を超えてお
り、依然として高齢者にとって子どもが心の支

えとなっている（図１－２－６）。
６０歳以上の高齢者の別居している子との接触
頻度についてみると、「週１回以上」（「ほとん
ど毎日」、「週に１回以上」の割合の合計）が

図１－２－５ 高齢者と子どもの同居の意識

図１－２－４ 高齢者の男女・年齢階級別にみた家族構成割合



資料：内閣府「高齢者の生活と意識に関する国際比較調査」（平成18年）
（注）調査対象は、全国60歳以上の男女
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４６．８％（男性４４．７％、女性４８．５％）であるのに
対し、「月に１～２回以下」（「月に１～２回」、
「年に数回」、「ほとんどない」の合計）は５３．２％
（男性５５．３％、女性５１．５％）と、前者の割合が
低くなっている。諸外国との比較をみると、前
者の割合が、アメリカで約８割、韓国、ドイ
ツ、フランスでは６割～７割となっており、こ
れらの国と比べると、我が国の高齢者は別居し
ている子との接触頻度が低い者が多くなってい
る（表１－２－７）。
子どもや孫との付き合い方について、６０歳以

上の高齢者の意識をみると、平成１７（２００５）年
度において、子どもや孫とは、「いつも一緒に
生活できるのがよい」が３４．８％、「ときどき会っ
て食事や会話をするのがよい」が４２．９％となっ
ている。過去の調査と比較してみると、前者の
割合が低下する一方で、後者の割合が上昇し、
１７（２００５）年度には両者の割合が逆転した。ま
た、子どもや孫と「いつも一緒に生活できるの
がよい」は、７（１９９５）年度まで過半数を超え
ていたが１７（２００５）年度調査では３４．８％まで減
少したのに対し、「たまに会話する程度でよい」

ほとんど
毎日

週に１回
以上 月に１～２回 年に数回 ほとんど

ない 週１回以上 月１～２
回以下

日本 １６．７ ３０．１ ３４．９ １５．７ ２．６ ４６．８ ５３．２
（うち男） １２．９ ３１．８ ３５．１ １６．５ ３．６ ４４．７ ５５．３
（うち女） １９．８ ２８．７ ３４．７ １５．１ １．７ ４８．５ ５１．５
韓国 ２３．２ ４３．７ ２５．４ ６．２ １．６ ６６．９ ３３．２
アメリカ ４１．２ ３９．６ １２．５ ５．０ １．７ ８０．８ １９．２
ドイツ ２４．８ ３３．８ １８．２ １９．６ ３．７ ５８．６ ４１．５
フランス ２８．０ ３９．２ １８．６ １１．９ ２．３ ６７．２ ３２．８

表１－２－７ 別居している子との接触頻度

（％）

資料：内閣府「高齢者の生活と意識に関する国際比較調査」（平成１８年）
（注）子との接触とは、実際に会うことの他、電話等による接触を含む。

図１－２－６ 心の支えとなっている人（複数回答）
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資料：内閣府「高齢者の生活と意識に関する国際比較調査」
（注１）全国60歳以上の男女を対象とした調査結果
（注２）平成12年度及び17年度調査には、「わからない」（12年度：7.0％、17年度：6.9％）がある。
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の割合は、１２（２０００）年度には６．６％であった
ものが１７（２００５）年度には２倍超の１４．７％となっ
ており、以前に比べると、より密度の薄い付き
合い方でもよいと考える高齢者が増えているこ
とがうかがえる（図１－２－８）。

（３）一人暮らし高齢者は増加傾向にあるも一
人で過ごすことには不安を感じている

６５歳以上の一人暮らし高齢者の増加は男女共
に顕著であり、昭和５５（１９８０）年には男性約１９
万人、女性約６９万人、高齢者人口に占める割合
は男性４．３％、女性１１．２％であったが、平成１７
（２００５）年には男性約１０５万人、女性約２８１万人、
高齢者人口に占める割合は男性９．７％、女性

１９．０％と、女性の占める比率は極めて高い。し
かしながら、今後も一人暮らし高齢者は増加を
続け、特に男性で一人暮らし高齢者の割合が大
きく伸びることが見込まれている（図１－２－
９）。
なお、一人暮らし高齢者の割合が増加する要

因としては、未婚率や離婚率の上昇、配偶者と
の死別後でも子と同居しない者の増加などが挙
げられる。
一方、一人暮らし高齢者については、平成１７

（２００５）年度において、「日常生活に満足」と
する割合が７４．０％に上っているものの、「心配
ごとがある」とする割合も６３．０％と過半数を超
えており、１４（２００２）年度調査の４１．２％に比べ

図１－２－８ 高齢者の子どもや孫との付き合い方
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資料：平成17年までは総務省「国勢調査」、平成22年以降は国
立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推
計（平成20（2008）年3月推計）」、「日本の将来推計人
口（平成18（2006）年12月推計）」

（注１）「一人暮らし」とは、上記の調査・推計における「単
独世帯」のことを指す。

（注２）棒グラフ上の（　）内は65歳以上の一人暮らし高齢
者の男女計

資料：内閣府「一人暮らし高齢者に対する意識調査」（平成15年）
　　　「世帯類型に応じた高齢者の生活実態等に関する意識調査」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成18年）
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心配ごとがある
心配ごとがある一人暮らし高齢者のうち、
頼れる人がいない（複数回答）

て２０ポイント以上増加している。また、「心配
ごとがある」一人暮らし高齢者のうち、「頼れ
る人がいない」と回答した割合は３０．７％と、１４
（２００２）年度調査１６．８％から大幅に増加しており、
一般世帯４．７％の約６．５倍となっている。さらに、
１４（２００２）年度調査と比較して、「心配ごとが
ある」割合は約１．５倍に、「頼れる人がいない」
割合が約１．８倍に伸びている（図１－２－１０）。
こうしたことから、一人で過ごすことへの不

安を感じている高齢者の割合が増えていること

がうかがえる。
また、平成１７（２００５）年度において、緊急時

の連絡先として「娘」「息子」を挙げている人
がそれぞれ４割強と「兄弟姉妹」「となり近所
の人」「友人・知人」等に比べて圧倒的に多数
を占めていることから、一人暮らしであって
も、多くの高齢者が子どもとのつながりを頼り
にしていることがわかる（図１－２－１１）。

（４）配偶者の有無をみると、配偶者と死別し
た割合は女性が男性の４倍にのぼる

６５歳以上の高齢者の配偶関係についてみる
と、平成１７（２００５）年における有配偶率は、男
性８１．８％に対し、女性は４７．１％である。女性高
齢者の約２人に１人が配偶者なしとなっている
が、その割合は低下傾向にある。また、未婚率
は、男性２．４％、女性３．５％、離別率は男性
２．８％、女性３．９％と共に上昇傾向となっている
（図１－２－１２）。

図１－２－９ 一人暮らしの高齢者の動向

図１－２－１０ 日常生活における心配ごと及
びその内容について
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（注）「配偶関係不詳」は省略した。
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図１－２－１１ 一人暮らし高齢者の緊急時の連絡先

図１－２－１２ 配偶関係別にみた高齢者の割合
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資料：内閣府「高齢者の生活と意識に関する国際比較調査」（平成18年）
　　　60歳以上の男女
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日本は韓国よりも別居子との交流が不活発だが、
同居志向は高い

我が国の高齢化は、世界に例をみない速度で進行してきているが、韓国では、今後更にこれを上回
る速度で高齢化が進行すると見込まれている。韓国の高齢化率をみると、２０００（平成１２）年に７％を
超え、１７年後の２０１７（２９）年には１４％に達し、その後２０５０（６２）年には３５．１％と、我が国に次いで世
界最高の水準にまで達すると見込まれている。高齢化率が７％から１４％に達するまでに我が国が２４年
を要しているのに比べて、韓国は僅か１７年であること、しかも１０％にも満たない高齢化率から一気に
世界最高の水準にまで急上昇することなど、韓国の高齢化の進行は、まさに超高速ということができ
る。韓国では、急激な産業化、都市化に伴い、従来の大家族から核家族化への進行も著しく、６５歳以
上の高齢者の一人暮らしも増加している。また、韓国の合計特殊出生率は、１．２０と我が国（１．３２）を
下回る世界的にも低水準となっている。こうした中で、親の扶養は、「孝」として美徳とする従来の
考え方が、親との別居を希望する若者世代の増加などにより微妙な揺らぎを見せている。
子どもや孫との関係から日本と韓国の意識等について比較してみる。
別居している子どもと会ったり、電話等で連絡をとったりしている頻度は、「月に１～２回」（日本

３４．９％、韓国２５．４％）、「週に１回以上」（日本３０．１％、韓国４３．７％）が、「ほとんど毎日」（日本
１６．７％、韓国２３．２％）、「年に数回」（日本１５．７％、韓国６．２％）となっており、日本は韓国に比べて別
居している子との交流が不活発となっている。
また、老後における子どもや孫との付き合い方については、「ときどき会って食事や会話をするの

がよい」（日本４２．９％、韓国５４．５％）が日本、韓国ともに最も高く、次いで「いつも一緒に生活でき
るのがよい」（日本３４．８％、韓国２９．８％）、「たまに会話をする程度でよい」（日本１４．７％、韓国
１３．０％）の順になっている。日本は韓国よりも同居志向が高くなっている。

①別居している子どもとの接触頻度

②子どもや孫との付き合い方


